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財政制度の変遷による中国少数民族自治地域への影響
兪　　嶸
１．はじめに
　中国は55の少数民族と漢族からなる多民族国家であり、
西部地域1を中心に、少数民族の居住地域は中国全土に広
がっている。少数民族の人口が総人口の1割を占める中国
は、今後持続的な経済成長を実現するには、少数民族自治
地域の発展が不可欠である。本論文は財政制度に着目し、
比較的発展が遅れている少数民族自治地域の財政構造の変
化を捉え、問題点を究明する。
　民族政策の一環として、中国政府は従来少数民族が集中
して居住している地域を「少数民族自治地域」2と指定し、
傾斜的に財政資金を投じる政策を講じてきた。しかしなが
ら、市場経済化を進めるなか、1994年を境に財政制度
は「財政請負制」から「分税制」へと大きく変化し、それ
に伴い少数民族自治地域の財政構造、とりわけ中央政府と
の政府間財政関係に変化が生じた。先行研究の中で、少数
民族自治地域に対する優遇財政政策を論じるものは多いが、
分税制の実施が非少数民族地域と少数民族自治地域との間
の財政力配分に与える影響、また少数民族自治地域内にお
ける財政力配分の変化を数量的に捉えるものは少ない。
　本稿はまず「財政請負制」と「分税制」の下で、中央か
ら少数民族自治地域への財政移転支払はそれぞれどのよう
な構造になっているかを把握し、財政制度が移行する過程
に生じた問題点を明らかにする。それから、2000年以後
の後期分税制の影響を把握するため、2000年から2006
年までのデータに基づき、タイル指数を用いて省ベースの
一人当たり財政支出の不平等度を算出する。省ベースの不
平等度を少数民族自治地域と非少数民族地域の地域間の不
平等度と各地域内の不平等度に分解し、それぞれが全体の
不平等度への影響を分析する。
２．少数民族自治地域の経済発展状況
　中国の地方行財政は、省、市、県、郷鎮の４層構造に
なっており、少数民族自治地域の行財政も同様に４層構造
である。中では省に相当するのは自治区であり、全部で五
つ（広西チワン族自治区、新疆ウイグル自治区、内蒙古自
治区、チベット自治区、寧夏回族自治区）ある。その下に、
市に相当する自治州・盟、県に相当する旗・自治県・自治
旗、また郷鎮に相当する自治郷がある。
　急速な経済成長が続く中、少数民族自治地域は全国にお
いてどのような位置づけを占めているかを捉えるにあたり、
2006年現在のGDP、財政収入、財政支出と輸出額など
のマクロ経済指標を用いて、少数民族自治地域と東部地域、
中部地域、西部地域および東北地域の比較を行う。
　図表１から以下の内容が読み取れる。
①少数民族自治地域に居住している人口は全国人口の
13.5％を占めているのに対し、GDPは全国GDP総額の
8.1％であり、地方財政収入は全国地方財政収入総額の
　市場経済制度構築の一環として、1994年に中国の財政制度はそれまでの「財政請負制」から「分税制」へと移行した。本論文は中央
政府と地方政府の政府間財政関係の変化に焦点を当て、財政制度の変遷が少数民族自治地域の財政に与える影響を分析する。
　後期分税制による少数民族自治地域財政への影響を数量的に把握するため、2000年から2006年までのデータに基づき、タイル指
数を用いて、まず省レベルの一人当たり財政支出の不平等度（総タイル指数）を算出する。それから、省レベルの不平等度を少数民族自
治地域と非少数民族地域の地域間の不平等度と各地域内の不平等度に分解し、それぞれの寄与度を算出する。
　分解の結果、次の結論が得られた。①省レベルの一人当たり財政支出の不平等度は2003年を境に上昇から低下へと転じた。②省レベ
ルの不平等度に対し、地域内不平等度と比べ、地域間不平等度の影響は極めて小さい。また、非少数民族地域内の不平等度と比べ、少数
民族自治地域内の不平等度の影響は小さい。後期分税制段階に、中央政府による少数民族自治地域への財政力補強政策は一定の効果が得
られたと考える。
　With the purpose to meet the needs of a market economy, Chine’s fiscal system was changed from fiscal contracting system（財政請負制） 
to tax sharing system（分税制）in 1994. This paper focuses on the analyzes of the impacts of fiscal system transition on the intergovernmental 
fiscal transfers in Minority Autonomous Areas.
  To examine the inequality of Fiscal Positions between Minority Autonomous Areas and non-Minority Autonomous Areas, this paper 
exploits the decomposability properties of the Theil index to present the evolution of interprovincial inequality on per capita expenditure, 
for the years 2000-2006. 
　Through resolving interprovincial inequality into its component elements, inter-regional inequality and intra-regional inequality,  It has 
been found that : first, the contribution of inter-regional inequality is very small. Which means per capita expenditure between Minority 
Autonomous Areas and non-Minority Autonomous Areas is equalized. Second, the contribution of intra-regional inequality in non-Minority 
Autonomous Areas is much higher than that in Minority Autonomous Areas. Which shows the inequality of per capita expenditure in 
Minority Autonomous Areas is much higher than that in Minority Autonomous Areas.
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7.0％しかない。一人当たりGDP(10,554元)と一人当
たり財政収入（725元）はそれぞれ全国平均（17,578
元と1,392元）を大きく下回っている。そのうち、東部
地域（27,415元と2,312元）との差がもっとも大きく、
中部地域（12,260元と837元）、西部地域（10,932元
と846元）、東北地域（18,226元と1,340元）のいず
れよりも低い。少数民族自治地域の経済発展の遅れが明確
に見受けられる。
②地方財政支出について、少数民族自治地域に傾斜的に財
政資金が投じられた結果、一人当たり財政支出（2,111
元）は全国平均（2,312元）に近い水準に達しており、
中部地域（1,732元）を上回り、西部地域（2,109元）
とほぼ同様のレベルである。ただし、東部地域（2,897
元）と東北地域（2,875元）を大きく下回っており、こ
れは東部地域は経済成長が最も速い地域であり、東北地域
は東北振興プロジェクトが行われているため、膨大な財政
資金が投下されているからだと考えられる。
③輸出について、輸出牽引型の経済成長の主役を担うのは
東部地域であり、その他の地域はいずれも輸出額が非常に
少ない。少数民族自治地域は中部地域と西部地域とほぼ同
じレベルである。
３．財政制度の移行が少数民族自治地域に与える影響
3.1　「財政請負制」時の財政優遇策
　1980年代から1993年までに実施されていた財政制
度は「財政請負制」と称し、地方政府が中央政府との協議
によって決められた範囲内で財政収支を請け負う3という
制度である。神野（1993,p.75）によれば、財政請負制
は「まず中央政府と地方政府が租税収入について請負契約
を結ぶ。契約した租税収入を中央政府に上納しさえすれば、
地方政府は租税収入を保留することができ、保留した税収
で必要な支出を賄うというシステムである」。それまでの
財政収支のほとんどは中央政府がコントロールする財政制
度に対し、財政請負制は財政権の地方への移譲であると理
解できる。
　経済発展が比較的遅れている少数民族自治地域の財政力
を保持するため、中国政府は広西チワン族自治区、新疆ウ
イグル自治区、内蒙古自治区、チベット自治区、寧夏回族
自治区の五つの自治区および少数民族が比較的多い雲南
省、青海省と貴州省に対し、従来の少数民族自治地域向け
の優遇策に加え、新たな定額補助金の給付を決定し、給
付額を毎年10％増やす方針を打ち出した。この財政補助
政策は1980年から1987年まで続いた。1988年より、
1987年を基準に給付額が固定され、上記の少数民族自治
地域のほか、海南省、甘粛省、吉林省などの省の少数民族
自治地域までに定額補助金制度の適用が拡大された。
　このような財政優遇策を実施した結果、少数民族自治地
域への財政補助金は急速に増え、五つの自治区と雲南省、
青海省、貴州省の地方財政収入の合計値は1979年の40
億元から1991年の260億元まで上昇し、年平均増加率
は15.9％に達しており、同期間の地方財政収入総額の年
平均増加率の8.4％を大きく上回っている。　
　問題点として指摘したいのは、財政請負制時に行われた
少数民族自治地域向けの補助金は、中央と各自治区・省レ
ベル政府との間にその配分基準が定められていたが、自治
図表１　少数民族自治地域とその他地域における経済発展状況の比較（2006年）
全国 
(T)
少数民族 
自治地域 
(E)
全国に占める 
割合(E/T)
東部地域 
(A)
全国に占める 
割合(A/T)
中部地域 
(B)
全国に占める 
割合(B/T)
西部地域 
(C)
全国に占める 
割合
東北地域 
(D)
全国に占める 
割合
人口（万人） 131447.6 17679.9  13.5% 46906.0  35.7% 35251.1  26.8% 36157.2  27.5% 10817.0  8.2%
GDP（億元） 231053.3  18659.1  8.1% 128593.1  55.7% 43218.0  18.7% 39527.1  17.1% 19715.2  8.5%
一人当たりGDP（元） 17578  10554  60.0% 27415  156.0% 12260  69.7% 10932  62.2% 18226  103.7%
地方財政収入（億元） 18303.6 1281.0  7.0% 10844.4  59.2% 2950.1  16.1% 3059.4  16.7% 1449.7  7.9%
一人当たり財政収入(元） 1392  725  52.0% 2312  166.0% 837  60.1% 846  60.8% 1340  96.2%
地方財政支出（億元） 30431.3  3732.9  12.3% 13591.0  44.7% 6103.8  20.1% 7626.8  25.1% 3109.6  10.2%
一人当たり財政支出(元） 2315  2111  91.2% 2897  125.2% 1732  74.8% 2109  91.1% 2875  124.2%
輸出総額（億ドル） 9689.4  171.9  1.8% 8623.5  89.0% 327.2  3.4% 341.2  3.5% 397.5  4.1%
（出所）『中国民族統計年鑑2007』、『中国統計年鑑2007』より筆者作成。
（注１）少数民族自治地域は省レベルの自治区、市レベルの自治州・盟、県レベルの旗・自治県・自治旗、郷鎮レベルの自治郷を含む。
（注２） 各項目について、東部地域、中部地域、西部地域と東北地域の合計値は全国総額に等しい。ただし、各地域の人口に服役軍人の
数が含まれていないため、合計値は全国の人口と一致しない。
（注３） ほとんどの少数民族自治地域では少数民族と漢族が混在して居住しており、データの制約により少数民族の人口のみを取り出す
のが困難であるため、東部地域、中部地域、西部地域と東北地域の人口にそれぞれの地域に居住している少数民族の人口が含ま
れている。
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区・省レベル政府とその下の各レベル自治政府との間にお
ける補助金配分の決定権は自治区・省レベル政府にあった。
実質、自治区・省レベル以下の少数民族自治地域では、統
一した財政補助金の配分基準がなく、かならずしも必要に
応じた配分がなされたとは言えない。
3.2　「分税制」時の財政移転支払
3.2．1　「税返還」の影響
　1990年代に入ってから、中国は本格的に市場経済体
制の構築を始めた。財政制度の見直しもその一環として行
われ、1994年に「分税制」が発足した。分税制の目的は、
市場経済に適した財政制度を構築すると共に、それまでの
財政権の地方への分散により顕在化した国家財政収入と中
央財政収入の低下の問題に歯止めをかけることである。具
体的には中央と各地方の個別協議で決められていた中央・
地方間の多様かつ複雑な請負方式を取りやめ、全国統一の
中央・地方間財政収入の配分方式を導入することである。
分税制の実施により、中央財政力の強化と中央財政による
地域間の財政力再分配効果の増大が期待されていた。
　分税制発足後、税収は中央税、地方税及び中央・地方共
享税に分けられた。主要税種を中央税にしたため、税収の
多くはまず中央政府に入り、それから財政移転支払の形で
中央政府から地方政府へと再配分されるようになった。こ
のように中央政府の財政力が向上する仕組みが形成された
ようであるが、分税制と併用で「税返還」制度が導入され
た結果、中央財政収入の多くは無条件で地方政府へと返還
され、中央財政力は実質十分強化されなかった。
　税返還制度は、分税制の導入にあたって、財政収入が減
少することに抵抗する地方政府に配慮し、地方の財政収入
を保障する妥協的な制度である。具体的には分税制導入直
前の1993年の収入額を基数に、地方政府の財政収入がそ
れを下回らないよう、中央から税収が返還される。税返還
額の算定基準は財政力の強い地域に極めて有利である。分
税制実施当初、各地域への税返還逓増率は当地域前年度の
税返還額に、全国平均の増値税 と消費税の逓増率を加重
したものであったが 、全国平均値をとることが平均主義
なやり方であるという地方の意見を受け、翌年の1995年
に、税返還逓増率の算定基準は各地域の前年度の税返還額
に、当地域の増値税と消費税の逓増率を加重したものへと
変更された。結果的には、もともと財政収入が多く、税収
の伸びも高い豊かな地域に対し、より多くの税返還が行わ
れることになった。
　少数民族自治地域の多くは比較的経済発展が遅れている。
税返還が行われた結果、豊な地域との財政力格差はいっそ
う拡大した。また、分税制は財政システムの制度化を最優
先課題としており、1993年12月に公布された「分税制
財政管理体制の実施についての決定」4では、それまでの
ような少数民族自治地域向けの財政優遇策は講じられてお
らず、すべての地域は同じ条件で分税制制度に組み込まれ
た。税返還制度に加え、財政優遇策も打ち切られ、分税制
が発足して一年目で、少数民族自治地域の多くは財政難に
陥った。
3.2．2　「過渡期移転支払」の効果
　少数民族自治地域の財政困窮を受けて、翌年の1995年
より「過渡期移転支払」制度が発足した。税返還とは別に、
以下の算定式に基づき、移転支払が行われるようになった。
　　　TOi＝δｉ×（SEｉ－SRｉ）
　ここではTOi はｉ省（自治区、直轄市）への移転支払
額である。SEｉはｉ省（自治区、直轄市）の基準財政支
出額5である。SRｉはｉ省（自治区、直轄市）の基準財政
収入額6である。δｉは移転支払の係数である。
　上記の算定基準で反映される少数民族自治地域への優遇
措置は、まず基準財政支出額について、少数民族自治地域
の場合、特別に必要とされる支出項目が含まれる。また、
移転支払係数（δｉ）について、一般地域では、中央政府
の移転支払予算額を全国各省の標準支出と標準収入の差額
の合計で割った数値が適用されるが、少数民族自治地域で
は、より高い移転支払係数7が適用される。
　このように、少数民族自治地域ではより多くの移転支払
が保障される仕組みになった。しかしながら、地方に配慮
した税返還制度が併用された結果、中央政府財政力の向上
は予想を大きく下回り、中央財政から捻出できる地方への
移転支払自体は極めて少なかった。「過渡期移転支払」が
発足して2年目の1996年には、上記の算定式により算出
された地方への移転支払総額は630億元に対し、実質支
払われたのは22億元であり、必要額のわずか3.5％であ
る。少数民族自治地域においても、優遇策が策定されたも
のの、移転支払所要総額の130億元に対し、実質支払わ
れたのは12億元であり、必要額の9％に過ぎない。中央
政府による地域間の財政再分配効果は極めて不十分8だと
言える。
　2000年以後「過渡期移転支払」の名称が廃止され、代
わって「一般移転支払」の名称が使用されるようになった。
ほぼ同じ時期に『民族地域自治法』が公布され、少数民族
自治地域への財政移転支払は「一般移転支払」、「専項移転
支払」、「民族地域移転支払」、「その他の移転支払」から構
成されることが定められた。そのうち、少数民族自治地域
限定で適用されたのは「民族地域移転支払」である。
3.2．3　「民族地域移転支払」の効果
　少数民族自治地域の多くは西部地域に位置しており、
2000年の西部大開発の始動を受け、「民族地域移転支払」
制度もこの年に発足した。「民族地域移転支払」は二つの
部分から構成されている。①2000年に少数民族自治地
域に総額10億元の移転支払を行い、それを基数とし、そ
の後毎年中央に入る増値税の増加率で移転支払を増やして
いく。②2000年より五つの自治区（広西チワン族自治区、
新疆ウイグル自治区、内蒙古自治区、チベット自治区、寧
夏回族自治区）、三つの少数民族が多く居住する省（雲南
省、貴州省、青海省）、その他の省に位置する市レベルの
自治州、盟に対し、毎年増値税増加分の80％に相当する
金額を移転支払で給付する。本来増値税は中央と地方の間
で75％対25％の割合で配分される9が、上記の移転支払
の結果、少数民族自治地域において2000年以後増値税の
増加分は中央と地方の間で20％対80％の割合で配分さ
れるようになった。これは少数民族自治地域の財政力の強
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化に繋がると考えられる。2006年より、「民族地域移転
支払」はさらに県レベルの旗・自治県・自治旗まで適用さ
れるようになった。
　少数民族自治地域に対し、このような財政優遇策を実施
する背景として、2000年以後、持続的な経済成長による
財政収入の大幅増が挙げられる。中央財政収入のうち、無
条件で地方政府へ返還される金額の割合が低下し、中央政
府の財政力はようやく実質的に向上した。それ故、2000
年以後の分税制は「後期分税制」と称されている。図表２
に2000年から2006年までの民族地域移転支払の推移
をまとめた。支払額は2000年の25億元から2006年の
166億元まで上昇し、特に2005年には前年度の2倍を
超えていることが確認できる。
　このように少数民族自治地域の財政力は強化されたが、
問題点は依然として残っている。分税制の実施により、中
央と省レベル政府との間の税収区分は確定されたが、省と
省レベル以下の市、県、郷鎮の間には、依然として統一し
た明確な税収区分がない。分税制は中央政府の財政力を強
化する意図が強く、制度実施後、中央財政収入の実質上の
向上に伴い、地方財政収入は相対的に低下した。多くの先
行研究（津上（2004）、内藤（2003））では、自らの
財政力を保持するため、省レベル以下の政府では、財政収
入の減少をその下のレベルの政府から税収を吸い上げる形
で補填する傾向が強く、結果として地方の財政収入は省レ
ベルの政府に集中し、末端政府に行くほど、財政状況の悪
化が進み、特に県と郷鎮レベルでは状況が深刻であると論
じている。
　少数民族自治地域においても、自治区・省レベルでは、
中央政府との間に明確な税収配分がなされており、中央か
らの財政移転支払も確実に交付されるが、その下の各レベ
ルの政府の間に明確な税収配分の基準がなく、中央からの
財政移転支払も自治区・省レベル政府を通して行われるた
め、財政状況が思わしくない自治区・省であるほど、移転
支払を下級政府に交付せず、一部自治区・省に保留するこ
とがしばしばある。
　図表３に少数民族自治地域に対する財政移転支払総額
図表３　少数民族自治地域向けの財政移転支払総額の配分と推移
少数民族自治地域 五つの自治区 その他の自治地域
人口（万人・2005年）
17679.9
(100% )
10275.71
(58.1% )
7404.19
(41.9% )
1994年（億元）
315.47
(100% )
198.55
(62.9% )
116.92
(37.1% )
1999年（億元）
599.06
(100% )
378.98
(63.3% )
220.08
(36.7% )
2005年（億元）
2068.53
(100% )
1357.52
(65.6% )
711.01
(34.4% )
　（出所）『中国財政年鑑2006』より筆者作成。
図表２　民族地域移転支払の推移（2000年～2006年）
単位：億元
　（出所）『中国政府間財政関係図解』ｐ.76。
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の配分と推移を示している。五つの自治区の人口は少数
民族自治地域総人口の58.1％であるのに対し、財政移転
支払の割合は一貫してそれを上回っており、1994年に
は62.9％であり、2005年には65.6％にまで上昇した。
その他の省に位置する省レベル以下の自治地域と比べ、よ
り多くの財政移転支払を享受してきたと言える。財政移転
支払が末端の少数民族自治地域政府に十分に行きわたるた
めには、省レベル以下での移転支払の明確化が必須である。
3.3　少数民族自治地域の間における財政力の配分
　少数民族自治地域の間に財政力はどのように配分されて
いるか、五つの少数民族自治区における2006年の一人当
たり財政収入と財政支出の差額から確認する。差額は財政
支出から財政収入を引いたものであり、数値が大きいほど、
中央政府による一人当たりの財政移転支払額が多いことを
意味する。
　図表４から、差額の全国平均値が923元であるのに対
し、五つの少数民族自治区のうち、四つが全国平均値を上
回っていることが読み取れる。そのうち、チベット自治区
は6,606元であり、平均値の7.16倍に上り、全国31省
（直轄市、自治区）のうち1位である。新疆ウイグル自治
区、寧夏回族自治区、内蒙古自治区はそれぞれ2,239元、
2,183元、1,956元であり、全国3位、4位と5位を占め
ている。全国平均値を下回っているのは広西チワン族自治
区であり、820元で全国24位である。このように、少数
民族自治地域への財政移転支払は必ずしも均衡ではないこ
とが明確である。これは客観的要素による少数民族自治地
域の基準財政支出額の算定、またそれに基づく財政移転支
払の仕組みが欠如している結果だと考えられる。
3.4　 後期分税制期における一人当たり地方財政支
出額の不平等度の分解
　2000年以後中央財政力が強化されるのに従い、少数民
族自治地域向けの優遇財政策も実質強化されてきた。非少
数民族地域との間の財政力格差はどの程度であり、さらに
どのように変化してきたかを数量的に捉えるため、2000
年から2006年までの省ベースの一人当たり地方財政支
出額のデータを使用し、タイル指数で算出する。まず、全
国31省の間の不平等度を算出する。それから、省間の不
平等度を非少数民族地域と少数民族自治地域の２地域間と
各地域内の不平等度に分解し、それぞれの省間不平等への
寄与度を算出する。
　ここでは、少数民族自治地域は五つの少数民族自治区を
含み、非少数民族地域はその他の26の省、直轄市を含む。
省間不平等度は以下の計算式にて算出する。
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　そのうち、 TTtはｔ年の省間一人当たり地方財政支出額
のタイル指数である。Yitはｔ年のｉ省の地方財政支出額
である。Ytはｔ年の地方財政支出総額である。yitはｔ年
の各省の１人当たり地方財政支出額である。ytはｔ年の
全国平均の１人当たり地方財政支出額である。図表５に
2000年から2006年までの省間一人当たり地方財政支
出額の不平等度の推移を示した。
　図表５から省間不平等度は2000年から2003年まで
上昇し、その後低下傾向にあることが読み取れる。このよ
うな不平等度の変化にその構成要素である地域間不平等度
とそれぞれの地域内の不平等度はどのように寄与したかを
検証するため、省間一人当たり地方財政支出の不平等度を
２地域間と地域内に分解する10。最終の計算式は以下の通
りである。
図表４　少数民族自治区における一人当たり財政収支差額（2006年）　　
単位：元
（出所）『中国統計年鑑2007』より筆者作成。
（注）地方財政収入は地方本給財政収入である。
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　TTtはｔ年の省間タイル指数である。 TBtはｔ年の非少
数民族地域と少数民族自治地域との間のタイル指数であ
る。TPtはｔ年のそれぞれの地域内の省間タイル指数である。
TKtはｔ年の k 地域内の省間タイル指数である。Yitはｔ年
のｉ省の財政支出額である。Yktはｔ年のｋ地域の財政支
出額である。Yt はｔ年の地方財政支出総額である。yitは
ｔ年のｉ省の１人当たり財政支出額である。yktはｔ年の
ｋ地域の１人当たり財政支出額である。ytはｔ年の全国平
均の１人当たり地方財政支出額である。nkはｋ地域内の省
の数である。図表６に2000年から2006年までの計算
結果を示している。
　図表６より以下のことが読み取れる。
　①2000年から2003年までの間、一人当たり地方財
政支出における省間不平等度（総タイル指数）は上昇して
おり、地域間の不平等度とそれぞれの地域内の不平等はい
ずれも上昇していることが原因である。そのうち、最も寄
与しているのは非少数民族地域内の不平等度の上昇であり、
少数民族自治地域内の不平等の上昇がそれに続き、最も寄
与度の低いのは地域間不平等度である。
　②2003年から2006年までの間、一人当たり地方財
政支出における省間不平等度（総タイル指数）は低下して
おり、それぞれの地域内の不平等の低下が原因である。そ
のうち、最も寄与しているのは非少数民族地域内の不平等
度の低下であり、それに対し、少数民族自治地域内の不平
等の低下はわずかである。一方、地域間の不平等度にほと
図表６　省間１人当たり地方財政支出不平等度の地域間分解（2000年～2006年）
総タイル
指数
地域間格差
（非少数民族・少数民族） 地域内格差（非少数民族・少数民族）
準タイル指数 寄与度（％） 準タイル指数
寄与度
（％）
非少数民族地域 少数民族自治地域
準タイル指数 寄与度（％） 準タイル指数 寄与度（％）
2000年 0.05196  0.00001  0.02  0.05195  99.98  0.04976  95.77  0.00219  4.21 
2001年 0.05510  0.00021  0.37  0.05489  99.63  0.05123  92.97  0.00367  6.65 
2002年 0.05551  0.00068  1.22  0.05483  98.78  0.05024  90.51  0.00459  8.27 
2003年 0.06053  0.00027  0.45  0.06026  99.55  0.05601  92.53  0.00425  7.02 
2004年 0.05960  0.00014  0.24  0.05946  99.76  0.05592  93.83  0.00354  5.93 
2005年 0.05316  0.00021  0.39  0.05295  99.61  0.04932  92.78  0.00363  6.83 
2006年 0.04517  0.00019  0.42  0.04498  99.58  0.04154  91.96  0.00344  7.62 
　（出所）『中国統計年鑑』各年度版より筆者作成。 
図表５　省間１人当たり地方財政支出不平等度の推移（2000年～2006年）
（出所）『中国統計年鑑』各年度版より筆者作成。
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んど変化が見られない。
　総じて言えば、省間不平等度の変化に対し、地域間の不
平等度は一貫して寄与度が極めて低い。これは少数民族自
治地域と非少数民族地域との間の財政支出にほとんど差が
ないことを意味し、中央から省レベルまでの財政移転支払
が２地域間の財政支出の均等化をもたらしたと考えられる。
また、それぞれの地域内の不平等度において、非少数民族
地域内の不平等度の寄与度は、いずれの年も少数民族自治
地域内のそれを上回っている。これは前者域内の財政支出
に不均衡が顕著に生じており、それに比べ、後者域内の財
政支出に不均衡が少ないことを意味する。ただし、非少数
民族地域内に比べ、少数民族自治地域内の不平等度の低下
が緩やかであることから、後者域内における財政支出均等
化のペースが若干遅いことが分かる。
４． 後期分税制期における少数民族自治地域のソフ
トインフラ整備状況 
　2000年以後、中央財政による少数民族自治地域への財
政収入の再分配が強化され、これら地域における教育、医
療、社会保障などのソフトインフラの整備が重要目的の一
つである。以下より、教育と医療を取り上げ、五つの少数
民族自治区におけるソフトインフラの整備状況を明らかに
し、問題点を分析する。
4.1　教育
　教育に対する財政支援の度合いを図る指標は多数あり、
たとえば、教育分野への財政投資額、義務教育の進学率、
学生数対教員数の比率などがある。ここではそれらの指標
を総合的に反映できる平均教育年数に焦点を当て、五つの
少数民族自治区の平均教育年数と全国の平均教育年数を比
較し、少数民族自治地域における教育の問題を捉える。
　図表７から、全国の平均教育年数に比べ、少数民族自治
地域のそれは一貫して低いことが読み取れる。2006年
現在前者は8.22年であるのに対し、後者は7.60年であり、
前者より0.62年少ない。少数民族自治地域のうち、内蒙
古自治区と新疆ウイグル自治区の平均教育年数は一貫して
全国平均を上回っているが、広西チワン族自治区、寧夏回
族自治区のそれはいずれも全国平均を下回っている。注目
すべきことに、チベット自治区の平均教育年数は全国平均
よりはるかに少なく、2006年現在、全国平均のわずか
60％程度に止まっている。
4.2　医療
　医療について、人口1000人当たりの医療従事者数を用
いて、五つの少数民族自治区と全国平均を比較し、少数民
族自治地域の医療事情を把握する。
　図表８から、全国の1000人当たりの医療従事者数に比
べ、少数民族自治地域のそれは一貫して低いことが読み取
れる。注目すべきことに、少数民族自治地域の間の差が大
きく、新疆ウイグル自治区と内蒙古自治区は全国平均を大
きく上回っているのに対し、広西チワン族自治区は全国平
均を大きく下回っている。1000人当たりの医療従事者
数がもっとも高い新疆ウイグル自治区は6人前後であるの
に対し、もっとも低い広西チワン族自治区は3人台であり、
前者から大きく引き離されている。
　
５．むすび
　改革開放後、財政面において少数民族自治地域では一貫
　図表７　少数民族自治区の平均教育年数と全国平均との比較（2000年～2006年）
2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年
広西チワン族自治区 7.69  7.69  7.79  7.93  8.16  7.82  8.15 
新疆ウイグル自治区 7.91  7.91  8.52  8.51  8.62  8.36  8.42 
内蒙古自治区 7.97  7.97  8.12  8.01  8.36  8.43  8.37 
チベット自治区 4.43  4.49  5.08  4.77  5.14  4.65  4.98 
寧夏回族自治区 7.36  7.38  7.69  7.65  7.97  7.70  7.90 
少数民族地域平均 7.20  7.20  7.41  7.43  7.73  7.43  7.60 
非少数民族地域平均 7.92  7.91  8.03  8.22  8.27  8.14  8.32 
全国平均 7.82  7.81  7.94  8.10  8.19  8.04  8.22 
（出所）『中国統計年鑑』各年度版より筆者作成。
（注） 平均教育年数ｅは以下のように算出する。 e＝Te /Tr ,Teはそれぞれの教育レベルの人口数×それぞれの教育レベルに必要な教育年数。
Trは6歳以上の人口数。うち、各教育レベルとそれぞれの教育レベルに必要な教育年数は次のように定義する。①字が読める程度
（教育年数2年）、②小学校卒（教育年数6年）、③中学校卒（教育年数9年）、④高校・専門学校卒（教育年数12年）、⑤大学卒（教
育年数16）である。
単位：年
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して優遇政策が適用されてきたが、財政制度自体が1994
年を境に「財政請負制」から「分税制」に大きく変化し、
財政制度の移行過程に起きたさまざまな問題により、優遇
政策は必ずしも名実を伴うものではなかった。2000年以
後後期分税制に入ってから、中央財政力の向上に従い、よ
うやく優遇政策が実質化された。2000年から2006年
までの一人当たり地方財政支出において、少数民族自治地
域と非少数民族地域との間に大きな差がないことから、少
数民族自治地域への優遇政策はある程度の効果が得られた
と言える。
　但し、後期分税制段階でも、政府間の財政収支に関する
明確な基準が存在するのは、中央政府と省レベル政府との
間のみであり、省レベル政府とその下の３層にわたる地方
政府との間に、明確な基準はない。少数民族自治地域にお
いて、自治区レベルに中央政府から十分な移転支払が交付
されたとしても、それが下級政府に行き渡る仕組みは構築
されていないため、特に県レベルの自治県・自治旗と郷鎮
レベルの自治郷は依然として財政力不足の問題を抱えてい
る。少数民族住民の多くは農村部、つまり県と郷鎮に居住
していることを考えると、問題は深刻である。
　現状として、少数民族がもっとも集中している五つの少
数民族自治区と他の省に位置している少数民族自治地域と
の間に財政力格差が存在しており、また、五つの少数民族
自治区の間にも財政力格差が存在している。教育と医療の
普及レベルが大きく異なっている現状からも格差が明確に
読み取れる。
　問題を改善するためには、教育、医療、社会保障などは
無論、少数民族自治地域が特に必要とした文化や風習、風
俗の保護などの要素を十分考慮した基準財政支出額を算定
し、それに沿った財政移転支払が必要である。さらに移転
支払が末端の地方政府までに行き渡る財政仕組みの構築も
不可欠だと考える。
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（注）
1　 1986年に制定された第7次５カ年計画では、経済発展のレベルにより、
中国全土を東部、中部、西部という３つの経済地域に分けた。2000
年の西部大開発をきっかけに、中部の内蒙古と東部の広西も西部地域
に加えられ、さらに2003年からの東北振興政策をきっかけに、遼寧、
吉林、黒竜江を東北地域として改めて区分された。したがって、本
稿では東部地域は北京、天津、河北、山東、上海、江蘇、浙江、福建、
広東、海南の10省・直轄市からなる。中部地域は山西、安徽、江西、
河南、湖北、湖南の6省からなる。西部地域は重慶、四川、雲南、貴州、
チベット、陜西、甘粛、青海、寧夏、新彊、内蒙古、広西の12省・直
轄市・自治区からなる。東北地域は遼寧、吉林、黒竜江の3の省より
なる。
2　「少数民族自治地域」は中国語で「少数民族自治地区」という。
3　 請負の概念について、張（2001,p.157）は「一定期日までに完成さ
せ一定の報酬を受け取る契約に基づき、全責任を負って仕事などを引
き受けること」と定義している。
4　中国語では『関与実行分税制財政管理体制的決定』である。
5　 基準財政支出額は基準人件費支出、基準公用経費支出、基準衛生事業
費支出、基準都市維持建設費支出、基準社会保障支出、基準援護・社
会救済費支出、基準農業生産支援支出、基準農業総合開発支出を含む。
図表８　少数民族自治区の1000人当たり医療従事者数と全国平均との比較（2000年～2006年）
2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年
広西チワン族自治区 3.5  3.3  3.1  3.0  3.2  3.4  3.4 
新疆ウイグル自治区 6.3  6.3  5.8  6.0  6.1  5.8  5.9 
内蒙古自治区 5.5  5.6  5.1  5.1  5.0  5.1  5.0 
チベット自治区 4.2  4.1  3.9  3.7  3.7  3.9  3.8 
寧夏回族自治区 4.8  5.0  4.5  4.8  4.6  4.6  4.6 
少数民族地域平均 4.1  3.9  3.6  3.6  3.6  3.7  3.8 
非少数民族地域平均 4.5  4.5  4.2  4.2  4.2  4.3  4.5 
全国平均 4.4  4.4  4.1  4.1  4.1  4.2  4.4 
（出所）『中国統計年鑑』各年度版より筆者作成。
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6　 基準財政収入額は基準地方本級財政収入、税返還額、中央から当省（自
治区、直轄市）への専用補助金額、定額補助額（上納額）、その他の補
助金を含む。
7　 1999年現在、一般地域への移転支払係数は一律で６％であるのに対
し、少数民族自治地域への移転支払係数は数段階に分かれ、10％から
18％までとなっている。
8　 「過渡期財政移転支払」について、黄（2003）は、「十分な資金を振
り向けない限り、過渡期移転支出制度は象徴的な意義しかない」と評
価している。
9　 ただし、税関が代理徴収する輸入増値税は中央収入となる。
10  分解について、非少数民族地域と少数民族自治地域の２大地域をＡ、
Ｂで示し、各変数を以下のように定義する。nA，nB，は各地域に属す
る省の数である。nは全国の省の数である。YA，YB，は各地域の地方
財政支出額である。Yは地方財政支出総額である。PA，PB，は各地域
の人口である。Pは全国の総人口である。yA ，yB ，は各地域の１人当
たり地方財政支出額である。省間タイルの式　（年度を表すｔを省略し
ている） 
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と分解できる。 A,BをそれぞれKが表す１、２の地域に置き換えると、 TTt
＝TBt + TPt　．．．　が成立する。
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